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年の 1991 年 9 月，文部省は初めて日本語指導が必要な外国人児童生徒の数の調査に着
手した。それから約 20 年が経過した。ここでは，国の政策的対応という観点から，こ
の間の取組を時系列的に整理するとともに，2008 年のリーマン・ショックによる経済






















た (Kashiwazaki and Akaha，2006)。 
一方，日本は 19 世紀後半から 1950 年代に至るまで，移民の送り出し国であった。ハ
ワイや米国西海岸をはじめとした北米，さらに南米に数多くの移民を送り出した。特に，
ブラジルは最多の移民受け入れ国であり，戦前 18 万 1,000 人，戦後 5 万 3,000 人，合計














































































者希望者を集め送り出す組織が生まれた」(藤崎 1991 年 10 ページ)という。その後，
ブラジル国籍の二世や三世及びその配偶者が短期の観光ビザで来日し，ビザ資格の変更
を願い出て，あるいは，それを行わないまでの「資格外活動で」事実上の就労を行うこ
とが増えたという。1988，89 年当時，日本とブラジルの賃金格差は 8～10 倍と推定さ









































ル人に限ってみても，その在留者数は，1988 年の 4,159 人から翌 89 年には 14,528 人へ















結婚の数の推移を示したものである。国際結婚の件数は，1980 年には約 7 千件，その
年の結婚総数に占める割合は 1%に満たなかったものが，2000 年には 3 万 6 千件に，さ












図 1 国際結婚の数の推移 (1965-2009 年) 








府は，日本への留学生人数をこれまでの実績の 10 倍に増加させ，21 世紀初頭までに 10
万人の留学生を受け入れるという野心的な「留学生 10 万人計画」を公表した。この後，
政府の留学生招致に関連する予算は大幅に増加された。留学生の数は，1985 年の 15,485
人から，1990 年に 41,347 人，2000 年に 64,011 人と急増することになる。政府が掲げた
留学生 10 万人計画は，アジア諸国，とりわけ中国からの留学生の急増により 2003 年に
は達成された。2009 年には 132,732 人に達している。留学生のうち，国費留学生は毎年





























































万人を突破し，2008 年には 221 万 7 千人に達し，日本の総人口の 1.74%を占めることに
なった。一方，不法残留者は，その数が最大で約 30 万人に近づいていた 1993，94 年頃
を頂点として減少に転じ，2010 年 1 月現在，その数は 10 万人を割り込み約 9 万人にま
で減少してきている。全体の数が急増しているだけでなく，それを構成する外国人の国










図 2 登録外国人の数とその国籍構成の推移 












の数は，一転，213 万 4 千人へと減少に転じた。この減少は，約 31 万人から 23 万人へ
と急減したブラジル人の落ち込みによるところが主たる原因となっている。2011 年の
東日本大震災の後の 2012 年にも，在留外国人の減少傾向は継続して見られ，総数は 203

































































1991 年 9 月，文部省は初めて「日本語指導が必要な外国人児童生徒」の数の調査に着
手した。それによれば，日本語指導が必要な小学校児童は 3,973 人，在籍する学校は 1,437

















に対応する教員の加配を新たに行った」，「研究協力校を 5 校から 13 校に増やした」こ




1996 年 12 月，当時の総務庁は，「外国人子女及び帰国子女の教育に関する行政監査」
の結果に基づき，文部省に対して，1) 外国人子女の円滑な受け入れの促進，2) 受け入
れ学校における教育指導の充実等について勧告を行った。さらに総務省は，2001 年 12
月から 2003 年 8 月にかけて「外国人児童生徒等の教育に関する行政評価・監視」を行
ないその結果を 2003 (平成 15) 年 8 月に文部科学省に通知した。同報告書で興味深いこ
とは，まず，外国人児童生徒受け入れの法的根拠について，永住を許可された韓国・朝
鮮人の公立学校受け入れの先例となった文部省事務次官通達をあげるとともに，「その
後，我が国は，昭和 54 年に経済的，社会的及び文化的権利に関する国際規約 (昭和 54




















と，などについて文部科学省に改善を求めている (総務省行政評価局 2003)。 




































の推移を示したものである。前述のように，調査を始めた平成 2 年度に 5,000 人余りで
あった人数は，急増し，平成 11 年度に 18,500 人に，さらにその数が頂点に達した平成





童生徒の数も約 5,000 人いると言われている。ちなみに，平成 24 年度の調査では，27,013
人と 22 年度からさらに 1,498 人減少している。  
図 3  日本語指導を必要とする児童生徒の数とその母語区分の推移 
<出典> 文部科学省 日本語指導が必要な外国人児童生徒の受入れ状況調査 平成 22 年度及び平
成 24 年度から作成 
 


























































平成11年度 平成12年度 平成13年度 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成22年度 平成24年度













































































































こうした提言を受け，文部科学省は平成 21 年度補正予算において約 37 億円の予算措
置を行ない 3 年間の予定で「定住外国人の子供の就学支援事業」を開始した。この事業
により，平成 21 年度は 34 教室の「虹の架け橋教室」で約 1,250 人の子供が学び，約 160







会は，審議対象を拡大して「国際交流政策懇談会」と改称されたが，平成 23 年 3 月に
提出されたその最終報告書では，23 年度で終了予定の同事業の継続を強く主張してい
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第 1 章 千葉県におけるICTを活用した母語による学習支援
の概要 
千葉県では，平成 24 年度に合計 41 人の日本語指導担当教員が国による教員定数の加
配により配置されているが，配置の対象となるのは外国人の比較的多い 6 市にわたる小
学校 33 校と中学校 8 校であり，外国人散在地域には配置されていない。散在地域の一
つである A 市は，外国人児童生徒の在籍する小中学校に対し，児童生徒の母語と日本















































本プロジェクトの学習支援は，平成 25 年 9 月 18 日から平成 26 年 2 月 26 日までの期




この学習支援の実施体制を示したのが図 1 である。C 君は学校にいながら，チョー氏は
大学又は自宅にいながらお互いにコミュニケーションを取るため，国立教育政策研究所
がそれぞれに貸与したタブレット端末(データ通信が可能な端末)のビデオ通話機能を
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図 1 ICT を活用した母語による学習支援の体制 
 
B 中学校は，本プロジェクトの一環として学習支援を実施することを C 君本人と保護
者の同意を得て承諾し，空き教室と授業時間を提供した。また，C 君が使用するタブレ


























また，インタビュー調査の際には，C 君に対して学習支援実施前(平成 25 年 9 月 10



















                                                     
1 http://www.metro.tokyo.jp/INET/OSHIRASE/2013/02/20n2l800.htm (平成 25 年 8 月 22 日アクセス） 
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有していた。この点については，本部第 2 章で具体的に指摘する。また，B 中学校の置
かれていた社会的環境も，外国人児童生徒への支援を学習面に集中させることを可能に

















る。平成 26 年 1 月 14 日に公布され，平成 26 年 4 月 1 日から施行された「学校教育法
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施行規則の一部を改正する省令(平成 26 年文部科学省令第 2 号)」及び「学校教育法施













                                                     
2 http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/clarinet/003/1341903.htm (平成 26 年 10 月 29 日アクセス） 
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第 2 章 千葉県における ICT を活用した学習指導支援 
1. 概要 
(1) 指導対象  タイから来日した中学 3 年生の男子生徒 











(4) 指導内容  数学・英語の千葉県公立高校入試問題で少しでも得点できるような指
導を行う。 
 教科を数学と英語に絞った理由は以下の通り。 
































































































































































3. ICT を活用した学習指導支援の課題 
(1) ICT の利用と個人情報 
























































2 9/25 比例のグラフ 表からグラフが書けるようになった。 
 10/4 中止 充電を忘れていてタブレット端末が起動
できず。 
3 10/9 基本図形の名前 三角形，四角形以外は正式な名称を知らな
かった。 
4 10/17 ｙ＝ａｘ2のグラフ あいまいだった 2 次関数の概念が明確に
なってきた。 
5 10/23 正負の計算 計算問題・文章題に使われる日本語が理解
できない。 
6 10/30 文字式の計算 分数の計算が不正確だったことが判明し
た。 
7 11/6 1 次方程式 分数が混じった方程式が解けないので解
説。 
8 11/13 基本図形の面積体積 外国出身の生徒は図形の未習箇所が多い
という傾向通り。 
9 11/20 入試レベルの日本語 計算問題の日本語は分かるようになった
が文章題は無理。 
10 11/27 連立方程式① 数学概念を表す言葉(比)が分からず解け
なかった。 
11 12/4 連立方程式② 「展開する」「括弧を外す」などの数学用
語が分からず。 
12 12/11 因数分解 11/13 に既習。日本語は忘れたが解き方は
覚えていた。 
13 12/18 平方根 難しい日本語に少しずつ慣れてきたよう
だ。 
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19 2/10 入試問題～式と計算 
英語～リスニング 
ようやく全問正解できるようになった。 
4 問中 3 問まで正解できるようになった。
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第 3 章 外国籍の子供の教育を受ける権利と千葉における
実践研究の成果 
本章では，外国籍の子供の教育を受ける権利について法制度面及び実践面から考察を
























































 自由権規約 27 条は，締約国に対し，本条の定める権利を侵害しない義務を課
したものと解され，それ以上に，国家による積極的な保護措置を講ずべき義務
まで認めたものとは解しがたい。児童の権利条約 30 条も同様である。 
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見が少なくない。内閣府が 1997 年(平成 9 年)に行った人権擁護に関する世論調査では，
外国人の人権擁護について「日本国籍を持たない人でも，日本人と同じように人権は守
るべきだ」という回答が 65.5％，「日本国籍を持たない人は日本人と同じような権利を





































































































(1) 事実関係(詳細は本部第 1 章及び第 2 章参照) 
本実践研究の対象は，2013 年度(平成 25 年度)に千葉県 A 市立 B 中学校の 3 年生に在













の授業時間のうち 10 分程度は，タイ語による自由会話の時間を設けるようにした。 





















































































































Cummins, J. (1991)  Interdependence of first- and second-language proficiency in bilingual 
children, Language processing in bilingual children, edited by Ellen Bialystok, 




                                                     
<注> 
1 坂田（2012）24 頁。 






5  2008 年（平成 20 年）1 月 23 日大阪地方裁判所判決。原告側は控訴したが，大阪高等裁判所
は 2008 年（平成 20 年）11 月 27 日に控訴を棄却した。 
6  2013 年（平成 25 年）10 月 7 日京都地方裁判所判決。在特会側は控訴したが，大阪高等裁判
所は 2014 年（平成 26 年）7 月 8 日に控訴を棄却した。 
7 「経済的，社会的及び文化的権利に関する国際規約第 3 回日本政府報告審査に関する社会権












11 1966 年（昭和 41 年）5 月 13 日衆議院文教委員会における答弁。 
12 例えば，1966 年（昭和 41 年）3 月 25 日参議院予算委員会における矢山有作議員の質問参照。
これに対し中村文部大臣は「同化教育を考えておるというようなことは毛頭ございません。」
と答弁している。 
13 第 147 回国会答弁書第 53 号「参議院議員福島瑞穂君提出国際人権規約委員会「最終見解」
についての実施状況に関する質問に対する答弁書」。 
14 坂田（2012）55 頁。 

















22 Cummins (1991) 他。 
23 文部科学省（2011）32 頁。 
24 例えば，落合（2012）。 
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減少し，平成 26 年 4
月末現在，本市に在住






















































































































































































































































「学校教育法施行規則の一部を改正する省令(平成 26 年文部科学省令第 2 号)」及び
「学校教育法施行規則第 56 条の 2 等の規定による特別の教育課程について定める件(平
成 26 年文部科学省告示第 1 号)」が平成 26 年 4 月から施行されたことに伴い，鈴鹿市
においても，省令改正に基づき，「特別の教育課程」による日本語指導を実施すること
とした。 










































































1. 愛知県 T 市の外国人児童生徒の特徴と外国人児童生徒教育施策 
(1) 90 年代の外国人児童生徒教育 
T 市の外国人児童生徒数は，90 年代から急増した。表 1 のとおり，92 年から 98 年ま







図 1 T 市の国籍別外国人児童生徒数（92～98 年）
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った。さらに，91 年度には「日本語指導員」として，日本人の教員 OB と日系ブラジル
人各 1 名が市の準職員として採用された。 
T 市の外国人児童生徒教育で 90 年代に最も大きく変化したのは，人的配置・派遣に
関するものであった。日本語指導員は 91 年から 2 名体制であったが，急増するブラジ
ル人児童生徒に対応するために，学校現場から市教委に対して日本語指導員の増員と訪
問回数の増加の要請が続いた。その結果，97 年から日系ブラジル人指導員を 1 名増員





に増え続け，98 年度には 11 名(スペイン語 3 名，中国語 3 名，ポルトガル語 3 名，タガ
ログ語 1 名)まで増員された。例えば 98 年 4 月期は，市内小中学校 29 校で合計 204 時
間の指導を行った。 
























言語別で把握している。2014 年 5 月 1 日現在，外国人児童生徒の総数は 823 人であり，
その中で日本語指導が必要な児童生徒は 677 人に上る(うち日本国籍児童生徒は 49 人)。
図 2 のとおり，ポルトガル語は過半数を超えているものの，90 年代に比べれば割合は
減っており，その一方でフィリピンのタガログ語を始め英語･インドネシア語・韓国語
やその他言語(ウクライナ，ベトナム，ミャンマー他)の増加が目立つ。このように，現
在では T 市の学校現場は多文化･多言語化している。 
 
 
また，支援体制も 90 年代に比べると充実している。2014 年度は県費での加配教員は
30 人であり，市費でも 2 名の教員を日本語指導対応非常勤講師として任用している。
また，90 年代の日本語指導員・日本語指導講師に相当するのが現在の「学校日本語指
導員」(非常勤特別職)であり，約 50 名が採用されている。 
学校日本語指導員には大きく分けて三つの働き方がある。外国人児童生徒が集中的に
在籍する学校にフルタイムで常駐する学校常駐指導員と，いくつかの学校を訪問し決め
図 2 T 市の日本語指導が必要な児童生徒数（言語別，2014 年 5 月 1 日現在） 
表 1 T 市の 98 年度外国人生徒の卒業後の進路 
公立高校 私立高校 専門学校
7 0 0 6 0 1 14
就職 家事従事 その他 合計
進学
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に毎週巡回訪問できない学校でも，少なくとも 1 ヶ月に 1 度はその後の学習の進捗状況






















員(日本人，5 名)がいるが，現に T 市でも指導員間の指導力の差が問題になっている。 
そこで，T 市では，学校日本語指導員のうち，特に指導経験の長いベテランメンバー

























































































以上，90 年代から外国人児童生徒が急増した愛知県 T 市の外国人児童生徒教育につ
いて，90 年代と比較しながら現在のあり方を明らかにし，散在地域での参考となる点







育学研究科 1998 年度修士論文) 
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第 6 章 徳島県におけるICTを活用した母語による学習支援 
1. 県内の外国人児童生徒の概要 
徳島県の人口は，およそ 76.3 万(平成 26 年 12 月徳島県推計。)で，そのうちおよそ 5
千人が外国籍となっている。外国籍の内訳をみると中国籍が約 6 割と最も多く，次いで
フィリピン，韓国・朝鮮籍が続き，約 9 割がアジアの国籍となっている。県内に在住す
る外国籍の国籍は約 70 種におよぶ。 
義務教育段階の教育環境の現況は，小学校数が 222 校，児童数が 37,560 人，中学校
数が 93 校，生徒数が 20,801 人(徳島県統計戦略課『平成 26 年度学校基本調査報告』よ
り)である。 
その中で日本語指導が必要な児童生徒の受入れ状況は，表 1 のとおりである。 
 
表 1 日本語指導が必要な児童生徒の受け入れ状況 
(平成 26 年 5月 1日現在徳島県教育委員会調べ) 
区分 
小学校 中学校 合計 
児童数 学校数 生徒数 学校数 児童生徒数 学校数
日本語指導が必
要な児童生徒 
43 23 15 11 58 34
 
日本語指導が必要な児童生徒は，県内に 58 名，在籍学校数は 34 校で県内 24 市町村
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3. ICT 機器(タブレット端末)を活用した支援の事例 
県内の 3 小学校において，ICT 機器のテレビ電話機能を活用した支援を行った。支援
の対象となったのは，年度途中で入学してきた 3 名の児童である。 
 
(1) A 小学校 
支援の対象者は徳島県中部に位置する町の A 小学校に，平成 26 年 2 月に中国から日










日本語指導支援員が週 2 回の取り出し授業を行う際に，その授業の最後の 10～15 分
間を利用して，テレビ電話を利用して徳島市内の県国際交流協会にいる ICT 支援員と母
語による自由会話を行った。ICT を活用した支援は平成 26 年 3 月から平成 26 年 7 月に
かけて行われた。 
実証調査を終了するに当たって平成 26 年 7 月に対象児童，担任，日本語指導支援員
及び ICT 支援員に面談し聞き取り調査を行った。日本語指導支援員及び中国語を使用し















(2) B 小学校 
徳島市に隣接する町の小学校。町は農業が盛んな一方でベッドタウンとしても発展し
ている。町内には 5 校の小学校が存在する。B 小学校は児童数約 300 名の中規模校。学
区内に外国人研修生を受け入れている工場があり，近年外国籍の児童が在籍するように
なった。 
支援の対象者は平成 26 年 8 月に来日した小学校 6 年生女子児童，フィリピン国籍。
両親が外国人研修生として前述の工場に勤務するため来日した。本人両親ともに来日時
は日本語が全く理解できていなかった。ICT 支援員は来日 17 年目のフィリピン人女性
である。日本人の夫と共に農業に従事している。 










































支援の対象者は中国籍の小学校 3 年生女子。平成 26 年 8 月来日。日本語は全く理解
できない。両親が市内の中華料理店に勤務するために来日した。学校には日本語指導が
必要な児童に対する教員の加配が行われている。ICT 支援員は，前述の A 小学校で ICT
支援を行った県国際交流協会職員の女性である。 








を活用した支援は平成 26 年 9 月から開始することとなった。週 3 回の取り出し授業を
行う際に，適時テレビ電話を活用した母語による支援を行うこととなった。 












ICT を活用した支援は平成 27 年 2 月現在も継続して行われている。平成 27 年 1 月に
教頭，加配教員及び ICT 支援員に面談し聞き取り調査を行った。児童本人には授業時間
の関係もあって直接話を聞くことはできなかった。 














4. ICT 機器を活用した支援のまとめ 
平成 26 年 3 月から現在に至るまで，小学校 3 校で 3 名の児童に対して ICT を活用し




































 (沼野 太郎) 
 
 
                                                     










第 7 章 就学前段階での支援における課題と取組 
日本における外国人の乳幼児数は少なくない。2014 年 6 月時点で，209 万人弱の在留
外国人の内，六歳未満児は全体の約 4%にあたる 8 万 3 千人であり，これは六～十二歳
の外国人児童数よりも多い 1。また，2013 年に外国籍の両親の下，日本で生まれた外国
人の出生数は約 1 万 3 千人に上る 2。さらに，同年に生まれた日本人約 103 万人の内，




























































えば，ヘッドスタートのある研究では 1979 年から 92 年までの全国縦断調査のデータと
語彙力や文字認識・初歩的算数テストの結果を基に分析を行い，ヘッドスタートへの参
加がヒスパニック系幼児の得点を上げ，就学後の留年回避の可能性を高める効果がある
















ちなみに，その後，ノルウェーでは本取組の対象を拡大し，2011 年時点では 10 億円
ほどの予算で前述の二地区を含む移民の多い五つの地域に暮らす全ての四・五歳児を対









































































昨年度(2013 年度)は県内 14 の市と町でプレスクールが実施された 26。財源は，民間
企業の寄付一件と自主的実施を行う小学校一校を除き，残り全ては市町行政の予算であ
った。全体の半数では教育委員会が実施主体となったり，NPO 法人等へ委託したりし
て実施している。実施期間は 11 月頃から 3 月までの週 1～2 回各 1 時間が一般的である













































































7. 数える(10 まで) 
8. 数字(10 までの読み書き) 
 
(出典)プレスクール実施マニュアル検討会議(2009)『プレスクール実施マニュアル』愛知県地域振興部国際課多文化共





















































2. 厚生労働省(2014)「平成 25 年(2013)人口動態統計(確定数)の概況」 
2012 年度の保育所と幼稚園を合わせた就園率は，5 歳児で 99%，4 歳児で 96%である。教
育再生実行会議(2014)「今後の学制等の在り方について(第五次提言)参考資料」 
3. Kagan, S. L. (1994) “School Readiness,” in Torsten, Husén and Postlethwaite, T. Neville eds., The 
International Encyclopedia of Education, Oxford: Pergamon Press. 
4. Kagan, S. L., Moore, E., and Bredekamp, S. eds. (1995) “Reconsidering Children’s Early 
Development and Learning: Toward Common Views and Vocabulary,” National Education Goals 
Panel, Goal 1 Technical Planning Group. Washington, DC: U.S. Government Printing Office.  
5. Britto, P. R. et al. (2006) “School Readiness: Review and Analyses of International Assessment 
Practices,” Early Childhood Resource Pack, Second Edition (CD-ROM), New York: UNICEF.  
6. Carlton, M.P. and Winsler, A. (1999) “School Readiness: The Need for a Paradigm Shift,” School 
Psychology Review No. 28, pp. 338-352. 
7. Hair, E. et al. (2006) “Children’s School Readiness in the ECLS-K: Predictions to Academic, Health, 
and Social Outcomes in First Grade,”Early Childhood Research Quarterly No. 21, pp. 431–454. 
8. 内田伸子・浜野隆編(2012)『世界の子育て格差』金子書房 
9. 内田伸子・菊地紫乃・翟宇華編(2009)「幼児のリテラシー習得に及ぼす社会文化的要因の影
響 日韓中越蒙国際比較調査―お茶の水女子大学・ベネッセ共同研究 2008 年日本調査報告」
お茶の水女子大学グローバル COE プログラム拠点 
10. Sylva, K. et al. (2004) The Effective Provision of Pre-School Education (EPPE) Project: Final 
Report, London: Institute of Education. 
11. Schweinhart, L. J. (2007) “Outcomes of the High/Scope Perry Preschool Study and Michigan 
School Readiness Program,” in Young, M.E. ed. Early Child Development: From Measurement To 
Action, Washington, D.C.: The World Bank. 




ムの効果が確認された。Currie, J. , and Thomas, D. (1999) “Does Head Start Help Hispanic 
Children?” Journal of Public Economics, No. 74, pp. 235-262. 
14. Sylva, K. et al. (2004) op. cit. 
15. Drange, N. and Telle, K. (2010)“The Effect of Preschool on the School Performance of Children 
from Immigrant Families: Results from an Introduction of Free Preschool in Two Districts in 
Oslo,”Discussion Paper No. 631, Statistics Norway Research Department.  
16. 女子のみに効果があった理由は定かでないが，一般的に幼児教育の効果を測る研究の多く




19. 日本保育協会(2008)『保育の国際化に関する調査研究報告書―平成 20 年度』日本保育協会 
20. 三輪千明(2012)「幼児教育の現場からみた在日南米人児童の学力形成の課題」『国際教育』
第 18 号 日本国際教育学会発行 91-93 ページ 
21. 三輪千明(2011)「在日南米人幼児の保育と就学レディネス」日本比較教育学会第 47 回大会
発表抄録 
22. 泉千勢・一見真理子・汐見稔幸編(2008)『世界の幼児教育・保育改革と学力』明石書店 
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(出典）http://nces.ed.gov/programs/coe/pdf/Indicator_CGF/COE_CGF_2013_05.pdf 





こぼれを作らないための初等中等教育法(No Child Left Behind Act, 略称 NCLB 法)」が成
立し，不利な状況に置かれた子供とそうでない子供間の学力の格差を解消することが目
指されている。その中で，英語能力が十分でない(Limited English Proficient 略称 LEP)
子供も下位のカテゴリーに設定され，その学力向上が大きな課題の一つとなっている。 








(1) ELL 児童生徒の動向 
アメリカにおいて ELL 児童生徒の数は増加傾向にあり，2002－03 年度には約 4100














公立学校に在籍している ELL の公立学校在籍児童生徒数 
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ように，4 学年と 8 学年の数学，
及び，4 学年と 8 学年の共に大
きな格差がある(5)。 
 
2. ELL 児童生徒をめぐる連邦の教育政策 
(1) NCLB 法と ELL 児童生徒 




















4年 8年 4年 8年
数学 219 247 244 287
読解 187 225 226 270
（出典）http://www.nationsreportcard.gov
ＥＬＬ児童生徒 ＥＬＬではない児童生徒
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の基準を達成した児童生徒の割合について，年次測定達成目標(Annual Measurable 





3. ELL を対象とした教育プログラム 
(1) ESL 教育プログラムとバイリンガル教育プログラム 
NCLB 法の成立により，EL 児童生徒をめぐっては，英語力の獲得と共に学力向上が
大きな課題の一つとなっている。家庭で英語以外の言葉が話されていて，英語能力が十





実施せざるをえない。ESL とは，第二言語としての英語(English as a Second Language)
の略称で，ESL 教育とは，第二言語としての英語を指導する方法をいう。日本への示唆
を得ることを考慮して，本稿では ESL 教育プログラムについて検討する。 
ESL 教育プログラムには，大きくは三つの形態がある(8)。一つは，ELL が在籍する通
常学級で英語力と教科内容の両方の習熟を目指すシェルタード方式のプログラムで，
SIOP(Sheltered Instruction Observation Protocol)，SDAIE(Specially Designed Academic 
Instruction in English)，内容ベースの ESL(Content-based English as a Second Language)など
が開発されている。二つは，NCLB 法の規定により大きく増加したもので，ELL のみの
学級で英語能力の育成を目指す SEI (Structured English Immersion)プログラムである。三
つは，取り出して ESL 指導を一日のうち部分的に提供する ELD (English Language 
Development)あるいは ESL Pull-Out プログラムである。本稿では，学力向上の観点から
大きな成果を挙げているシェルタード方式に注目する。 
 
(2) ESL 教育と教科学習 
シェルタード(教科統合)方式は，ELL 児童生徒に教科を教える際にいかにして教科内























4. 学力向上のための試み－SIOP プログラムを中心に 







SIOP モデルは，カリフォルニア大学ロングビーチ校の J. Echevarria と M. E. Vogt，応
用言語学センターの D. J. Short らの研究者によって，1996 年から 2003 年まで全米教育






には，40 を超える学区で SIOP チームによる専門研修が実施されている。 








































































































ード方式の有効性に関して，例えば，以下の 3 点が考えられる。 
第一に，シェルタード方式は，在籍学級でも実施可能な指導アプローチといえる。ELL
が在籍する学級において SIOP モデルのようなシェルタード英語を活用した授業づくり
























(1) アメリカでは， LEP の limited の表現が適切ではないという考えから，ELL の用語が用
いられることが多い。本稿でもそれに倣い，NCLB 法に直接関係する部分を除いては，
ELL を用いることにする。 
(2) http://nces.ed.gov/programs/coe/pdf/Indicator_CGF/COE_CGF_2013_05.pdf, p.1. 
(3) Ibid., p.1. 
(4) http://www.ncela.us/files/uploads/NCELAFactsheets/EL_Languages_2011.pdf  
(5) http://www. Nationsreportcard.gov 
(6) (財)自治体国際化協会ニューヨーク事務所(2010)「米国における言語マイノリティに対す
る教育支援策」Clair Report Ｎo. 346, 14－17 ページ。 
(7) 同上報告書，17－20 ページ。 
(8) バイリンガル教育プログラムには，類型的に言えば，①移行型バイリンガル教育，②発
達型(維持型)バイリンガル教育，③双方向バイリンガル教育のプログラムがある。 
(9) 中島和子編著，2010 年，『マルチリンガル教育への招待』ひつじ書房，116 ページ。 
(10) 同上書，117 ページ。 
(11) 同上書，117 ページ。 
(12) 同様のプログラムに CALLA がある。詳細は，松尾(2013 )「多文化クラスの授業づくり
－CALLA と学力保障」松尾知明編著『多文化教育のデザイン－移民時代のモデル構築』
勁草書房，107－127 ページを参照。 
(13) 例えば，SIOP の効果を明らかにしたものとして，次のような文献がある。J. Echevarria, 
K. Poers & D. Short (2006) School Reform and Standard-Based Education: A Model for English 
Language Learners, Journal of Educational Research 99(4), pp. 195-210.  C. T. Calderon & E. 
Zamora (2014) Factors Affecting the Implementation of Sheltered Instruction Observation 
Protocols for English Language Learners, National Forum of Education and Supervision Journal 
31(3), pp. 20-32. 
(14) 詳細については、http://www.cal.org/siop/を参照。 
(15) J. Echevarria & M. Vogt (2010). “Using the SIOP Model to Improve Literacy for English 
Learners,” The NERA Journal Vol 46(1), pp. 10-11. 
(16) http://www.cal.org/siop/ 
(17) CAL(Center for Applied Linguistics)は，世界中の言語的文化的に異なる人々のアクセス，
公正，相互理解を助長する NPO であるが，SIOP の研修プログラムを提供している。詳
しくは，http://www.cal.org/siop/を参照。 
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を含む現在 10 州及び 3 準州が各州の裁量で教育法規などを定めており，一国内に多様
な教育制度を持つ。そして，豊富な天然資源，肥沃な土壌の活用・開発のために，カナ
ダ連邦成立以前から移民を受け入れてきた。2011 年国勢調査では国民の 20.6%(五人に






めて実施された経済協力開発機構(OECD)の生徒の学習到達度調査(The Programme for 
International Student Assessment: PISA)で OECD 平均を上回り，参加国の中でも上位のカ
ナダの子供の好成績は，教育的成功として諸外国から注目を集めた(OECD，2011)。 
こうしたカナダの子供の高学力の実態以上に国際的な注目を集めたのが，移民家庭の




























the Rights of the Child)の理念に沿って，カナダに住む 6～18 歳の全ての子供に教育を受





& Munro， 2007)。 
現在，オンタリオ州では，英語を教授言語とする公立学校に在籍する中等教育段階の
生徒(9～12 年生)を対象に，「第二言語としての英語(English as a Second Language: ESL)」





た子供を対象とする(Ontario Ministry of Education, 2006)。ESL と ELD の中等教育科目化
は，当時導入された「オンタリオ・カリキュラム(The Ontario Curriculum)」の 9～12 年
生向け科目「ESL/ELD」の運用が 1999 年に始まったことによるものである。科目化さ
れる以前は，1988 年に州政府が発行した ESL と ELD の前身である ESD(English Skills 
Development)のカリキュラムガイドラインで 10～12 年生について，1995 年に発行され
た州最初の統一カリキュラム「コモン・カリキュラム(The Common Curriculum: Policies 
and Outcomes， Grades 1–9， 1995)」においては 9 年生段階の英語の指導が必要な生徒
の受入れ・支援体制の指針が初めて示される程度に留まっており，州政府による積極的
な介入や支援は行われていなかった(Ontario Ministry of Education， 1999)。 
現在，オンタリオ州は，ESL と ELD の 2 科目について最低 110 時間の学習をすれば，
一般生徒同様，それぞれ 1 単位の取得が可能と規定している。オンタリオ州で中等教育
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修了資格を得るためには英語科目で 4 単位以上の取得が必修であり，そのうち 3 単位を
ESL か ELD で振り替えることができる。 
1999 年以降，中等教育段階の正式科目として設置されるようになったオンタリオ州
の ESL であるが，その運用においては州政府による統一的な基準がなく，各地域の教












年の子供向けの英語指導について触れた最初とされる(Ontario Ministry of Education and 
Training, 1997)。 
州政府は，2000 年代に入ると英語の指導が必要な子供向けの指導用リソースガイド
や教師用参考資料の作成・発行を順次進めたが，ESL や ELD の支援体制の構築・整備
やプログラム運用については依然，各地域の教育委員会や各学校の裁量によって行われ
るものと考えられてきた。しかし，同時期に州政権を担っていた自由党の主要課題であ
るアカウンタビリティの視点から，オンタリオ州会計検査院(Auditor General for Ontario)
が州内の学校で実施されている教育プログラムの評価を行ったところ，ESL や ELD の
プログラム運用の効率性の悪さが明らかとなり，対象となる子供の学習到達度を教師が
測定することのできる州全体の仕組を作ることの必要性が指摘されるようになった
(Ontario Ministry of Education, 2012)。それを受けて，2007 年に，州政府は ESL 及び ELD
プログラムや支援サービス提供の指針となる政策を発表した (Ontario Ministry of 
Education, 2007)。その後，2012 年 1 月にこの政策を運用するための具体的リソースとし




く想定している(Ontario Ministry of Education, 2012)。 





District School Board: TDSB)では，4～13 歳の新入移民の子供については，地元の小学校
で直接受け入れる。ESL 支援体制は主に，①半日の特別 ESL 支援コース，②ESL 専門
教師が常駐する学校における取出し指導，③ESL 専門教師が定期的に巡回指導で対象と






District School Board, 2014)。同様の取組は，ブリティッシュ・コロンビア州(以下，BC
州)最大のバンクーバー教育委員会(Vancouver School Board)など他州の都市部でも行わ
れている(Vancouver School Board, 2011)。 
なお，TDSB は，近年増加している紛争地域出身で学習経験の乏しい ELD の子供の
対応にも力を入れており，独自の ELD プログラムとして，LEAP (Literacy Enrichment 
Academic Program)を学区内の 40 の小学校，13 の中等学校で開講している(Toronto 






き渡っていないのが実情である。オンタリオ州の約 4,900 校の公立学校を対象に 2013
年に実施されたある調査によると，調査対象となった全小学校の 72%，中学校について
は 55%が一人以上の対象の子供が在籍する学校であり，オンタリオ州で英語の指導が必
要な子供向けの教育は，州全域で必要とされている状況にある(People of Education, 
2013)。このように学校における ESL 教育のニーズが急速に高まる一方で，ESL 教員の
配置が追いついていないという課題が指摘されている。例えば，対象となる子供 10 人
以上が在籍する小学校のうち 23%，中学校では 13%の学校で ESL の専門資格を持つ教





た誤解が存在してきた(Derwing & Munro, 2007; Gunderson, D’Silva & Odo, 2012)。このよ
うな誤解の影響からか，カナダ各州ではプログラムの運営予算をより高い年齢の子供の
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英語指導に優先的に配分したり，初等教育段階では英語の指導が必要な子供を支援する
体制は十分に整備されていない場合が多い(Beynon， LaRoque， Ilieva & Dagenais， 
2005; Derwing & Munro， 2007)。 
また，ESL 担当教員の養成においても，制度的な課題が指摘される。現在，カナダに
は国や州が統括する子供向け ESL 教員養成機関は設置されておらず，国や州による統
一的な教員養成基準も存在しない。成人向け ESL については，民間組織 TESL カナダ
連盟(TESL Canada Federation)が全国基準を設定し，同組織が認定した大学設置コースを
修了した履修者に TESL(Teaching English as a Second Language)の資格を発行している。
子供向けの英語指導は，多くの場合，大学の副専攻で ESL 関連科目を履修した教員や
成人対象の英語教授資格である TESL を持つ教員が担当しているという(Derwing & 
Munro, 2007)。 
オンタリオ州の学校で教えるためには，教員は校種や教科ごとに授与される教員免許
を有していなければならない。ESL や ELD を担当する教員についても，教科 ESL の教
員免許を所持していることが求められる。しかし，オンタリオ州では大学の教員養成課
程で教科 ESL の教員免許を取得することはできず，ESL は教員免許状を持つ者がコー
スを受講することで取得可能な追加資格(Additional Qualification: AQ)の一つとなってい
る。ESL の資格を必要とする者や希望する者は，卒業後に所定の ESL コースを受講し
て教科 ESL の AQ を取ることになる。 




加で取得する 2 科目目以降という位置付けである。 
以前より，英語の指導が必要な子供の指導に当たる教員の準備・知識の不足，管理職
の認識不足は指摘されてきたことであり(Cummins, Mirza & Stille, 2012)，急速に増える






の ESL-Part1 コース修了と同等の臨時免許状の発行により，ESL 教師の増員を進めた。
































定で，最低 40 日間の教育実習を必修とする従来の 1 年制の教員養成プログラムが最低


























る(Abada, Hou & Ram, 2008; McAndrew, Anisef, Garnett, Ledent, & Sweet, 2009; Cummins, 
Mirza & Stille, 2012)。たとえば，バンクーバーの移民的背景を持つ子供を対象とした追
跡調査研究によって明らかにされた母語別の高校科目(11 と 12 年生の英語，数学，社会
科，理科の 4 科目)の成績の平均は，韓国語話者 80.6%，中国語話者 80.4%，ロシア語話
者 72.5%，広東語話者 69.5%，タガログ語話者 58.3%であった。また，同調査では，11
年生から 12 年生への進級率が最も低かったグループもタガログ語話者であることがわ
かり，タガログ語話者で 12 年生に進級した生徒は前年 11 年生在籍時の人数の半数以下








1996 年は 73.4%，10 年後の 2006 年は 68.9%，そして，最新統計の 2011 年は 63.4%と年々
減少している。また，過去 5 年間に入国した移民のうちカナダ最大の都市トロントを最
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新規移住者の出身地の上位 10 カ国・地域中 7 カ国をアジア諸国が占めたと報告されて
いる。 



























オーストラリアでは，州により異なるが，1～6 若しくは 7 年生までを初等教育段階，
































ティ関係業務及び多文化主義の原則に関する法規(The Community Relations Commission 





























1) ESL 教育プログラム 
















生徒一人に対し，フルタイム教員換算で 0.1 の集中的な英語教授(例えば 1 週間に
3 時間)を 3 学期間まで提供できる。中等教育段階の生徒は，後述するように，通
常の学校に通う前に，州内の学校に設置される英語特別訓練センター(Intensive 
English Centres：IECs)若しくは英語特別訓練中等学校(the Intensive English High 
School：IEHS)で集中的な教育を受けることもできる。 
「入国後間もない」当該児童生徒の条件は，①英語以外の言語を第一言語とし，




































3) ESL 教育プログラムの運用方法，ESL の評価と教科学習とのつながり 
ESL 教育プログラムの運用に当たっては，学習者の人数，英語レベルと学習歴，
教員の専門性等により様々な方法が考えられるが，一般的には，①ESL を必要と
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えば，Basic Skills Test，3・5 年生対象の Primary Writing Assessment，6 年生対象の
Computer Skills Assessment，7・8 年生対象の English Language and Literacy 






合が求められる。そのため，NSW 州では，州学習機関(NSW Board of Studies)が定







者を対象とする英語教育(Teaching English to Speakers of Other Languages：TESOL)
のコースを修了した者でなければならない。しかし，ESL 教員の資格を持たない






















校の児童が 71,848 人，中等学校の生徒が 17,552 人)が，合計 732 校の学校で，ESL プロ
グラムをとおして英語の学習を行った。このうち，ESL 支援を必要とした入国後間もな
い移民・難民の子供は 7,000 人であり，そのうち約 890 人が難民の子供であった。さら
に，渡豪後間もない 1,500 人の生徒が，14 の英語特別訓練センター(IECs)若しくは英語
特別訓練中等学校(IEHS)で集中的な英語教育を受けている。 
また，2012 年には，ESL 専門教員として約 1,250 人の教員が雇用された。そのうち
896 名が「第二言語としての英語に焦点を当てた支援プログラム」に従事し，104 名が
「入国後間もない移民・難民の子供を対象とした第二言語としての支援プログラム」，
また 250 名が 14 の英語特別訓練センター(IECs)若しくは英語特別訓練中等学校(IEHS)













NSW 州では，州政府が定めるシラバスで各 KLA の目標，授業時数，内容及び
到達度等が決められており，各学校はそれに従わなければならない。LOTE は，7
















イトによれば 277 校が受給)により運営され，NSW 州では 58 言語の教室が開かれ
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White)が 0.5%，インドは 0.4%，パキスタン 0.3%，そしてネパール，日本，タイ，その
他アジアがそれぞれ 0.2%となっている。この統計では，自己アイデンティティを一つ
以上申告してもよく，上記統計は延べ人数によるものである。香港は海外への移住が容


























                                                     





















個人だが，後に政府が買い上げ官立にした南アジア系の児童を多く受け入れる Sir Ellis 
Kadoorie Primary School)を除いて教授言語は広東語である。語学系教科は小学校 1 年次
から，英語と中国語(教授言語の広東語ではなく標準中国語の「普通話」)が開始される。
中等教育校は，教授言語が基本的に全て英語の EMI(English as Medium of Instruction)校
と，基本的に広東語の CMI(Chinese as Medium of Instruction)校とに大別される。EMI 校，
CMI 校の分別は，中国返還翌年の 1998 年 9 月から開始された母語教育政策4によるもの
で，この政策導入時には，全学校数の 3 割弱のみを EMI 校，その他を全て CMI 校に指
定し，一般教科の教授言語を英語，中国語のどちらかに徹底させた。子を持つ親からの
反対が多かったものの，CMI 校に対する英語教育の強化策を導入し，母語教育政策を断







                                                     
3  教育段階により，全体に占める割合が異なり，就学前段階の現地教育体系外施設の割合が一
番多い。 
4  大和（2002）に詳しい。 
5  多くの EMI 校で，教育改革により誕生した新しい教科，リベラルスタディーズは広東語によ
る授業を行っている。 
6  教師の英語力が英語の授業を行うに十分であること，また受講生徒の 85%以上が基準点に達
していること。 
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表 1. 香港の類型別学校数 (2013/2014 年度) 
分類 種類 就学前 小学校 中等学校 
現地教育システム 
官立・政府助成・私立(DSS) 869 526 485 
(現地システムの内、公立校の数) ＊(510) ＊(424) 
現地教育システム外 ESF，国際学校，外国人学校、PIS 100 43 29 





これらの学校は政府助成校（Aided Schools)といい，香港の学校全体の 85%ほどを占める。 
3)私立(Direct Subsidy Scheme Schools)は，提供する教育課程を制限されない私立学校。 
4)ESF(English Schools Foundation)は、英国統治時代のブリティッシュスクールが元になる英国系学校群。初等
学校 9 校，中等教育校 5 校、特殊教育一貫校 1 校がある。また、近年は新たに ESF 基金が PIS 校として幼
稚園 3 園，初中等一貫校を 2 校設立運営する。 
5)PIS(Private Independent Schools)は、現地教育システム外学校設立のための新しい類型で，一定の割合まで香
港人の入学枠を設けることを条件に設立を許可された国際学校。 




































2. 新たに香港に来た子供(NAC；Newly Arrive Children)への「順応プ









り，6 歳から 18 歳までの，本土から香港に来て 1 年未満の児童生徒を対象とする，学
校外教育である。香港各地域のセンター(2014 年現在 43 か所)で無償提供されており，1








徒のためのもの， と 3 種類に分けられており，前 2 者は，どちらも香港に来て 1 年未
満であるか，香港の現地校での教育を受けて 1 年未満であることが条件となる。移民先
からの帰国児童生徒の場合は，香港に戻って 1 年未満かつこれまでに香港の教育を 3 年
以上受けていない者が対象になる。いずれの場合も 6 歳から 18 歳が対象となり，1 ク
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3. 非中国語話者 (NCS; Non-Chinese Speaking)である新移民子女
(NAC)への全日制「香港生活開始プログラム(启动课程；Initiation 





は 6 か月間に及ぶ全日制の「香港生活開始プログラム」(启动课程； Initiation Programme 




は 2000 年 3 月に試験的に開始され，同年 9 月に正式に開講された。この講座は毎年 9
月と 3 月に 1 クラス 20 人程度の編成で開講される。 









































今までほとんど NCS がいなかった学校にも NCS の児童が送られるようになった。教育
局はそのような学校に対して，該当児童生徒数に応じた予算の加配分を行い，サポート
ネットワークの構築を試みている。2014 年現在，そのネットワークに加わる学校は，
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香港島地区に 19 校，九龍半島地区に 47 校，新界地区に 25 校(2014 年 9 月に 24 校に減
少)と香港全土で 71 校になる。 






28 名の児童に対して，新学年開始前の夏休み 7，8 月に，1 日 2 時間，4 週間にわたる
中国語プログラムを実施した。このプログラムは教育局が企画開発した「夏休みブリッ





















SL 小学校では，中国語の授業は 1 年生から 6 年生まで週に 9 コマあり，1 年～4 年生
までは，中国語の 9 コマ全てが「普通話」の授業になる。5，6 年生になると，9 コマの










冊子を作成しており，2014 年度版(227 ページ)で 18 刷になる。 
一方，民族的少数者に対しては，2002 年 6 月 17 日に，民政事務局の下部組織として
民族関連ユニット(原語：種族關係組；Race Relations Unit)が，民族的少数者の人々が香
港社会に融合できるよう，政府機関と少数民族とをつなぐ役割として，また少数民族の
ための NGO を支援することを目的に組織された。この Race Relations Unit のホームペ
ージ7は，現在，インドネシア語，ヒンディー語，ネパール語，タガログ語，タイ語，
ウルドゥー語の各言語と英語のバイリンガル表記の情報ページに飛べるようになって










                                                     
7  http://www.had.gov.hk/rru/sc_chi/home/index.html 





















するようになった。教育局のウェブサイトでは，Home > Students and Parents Related > 







(2014 年 3 月筆者撮影) 



















ックグラウンドを持つ 6 名の常勤職員と 30 名の非常勤職員を雇用し，必要に応じ
て民族的少数者の青少年と体験を語り合ったり，意見交換したりする機会を設け
る。 
4. 民政事務局(Home Affairs Department)は，彼らの言語や文化に詳しい職員を新たに
5 名増員し，上記の計画実行に努める。 
5. 現在，青少年警察活動9(原語：Junior Police Call, 少年警訊)への，少数民族出自の
参加者が 1900 名を超えるまでとなった。青少年警察活動を積極的に紹介し，民族
的少数者の更なる参加を促進する。5 年以内にこの社会活動への少数民族出自の
生徒の参加を 2500 名にまで増やしていくことを目標とする。 
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1997 年に約 39 万人だったのが，2007 年には 100 万人を超え，10 年間で 175.5%も増
















                                                     
1  158 万人のうち，長期滞在者は 1,120,599 人であり，短期滞在者は 324,504 人で，不法滞在者
は 177,854 人（2012 年統計）とされている。長期滞在者の 56％が労働者 14％が結婚移民，7％
が留学生，その他が 23％に分類される。国籍別は 49.4％を占める 778,113 人が中国人で，米
国人が8.5％を占める 134,711人で，ベトナム人が 7.6％の 120,069人で，日本人が 3.6％の 56,081
人，タイ人が 3.2％の 55,110 人，フィリピン人が 3.0％の 47,514 人の順である。 
2  「多文化社会」に関する明確な定義はないが，1 般的に西欧を中心とする OECD 加盟国では
移民者が全人口の 10％に達していることを指す。。 





4  1948 年 8 月に大韓民国政府樹立後「文教部」として出発したが，1990 年 12 月に「教育部」























・2006 年: 「女性結婚移民者家族及び混血者移住者への社会統合支援方案」の発表 
・2007 年:「在韓外国人処遇基本法」の制定 
・2008 年:「多文化家族支援法」の制定 
・2008 年:「第 1 次外国人基本計画」(2008～012)の発表 
・2010 年: 「多文化家族支援政策」の発表 
・2013 年：「第 2 次外国人基本計画」(2013～2017)の発表 
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各部処が独自に行っている政策などは，次の表 1 のとおりである。 
 
表 1)部・処別多文化家庭を対象とした韓国語教育関連法令及び事業の現況 


























































2. 教育科学技術部(Ministry of Education, Science and Technology)によ
る政策 











































の支援を受けて韓国語教育のための標準教材 6 冊(初等•中学•高校別各 2 冊)を開発し
ている。これらの教科書は，「教育科学技術部国家平生教育(＝生涯学習)振興院中央多
文化教育センター」(以下，中央文化教育センター)が中心となり，後述するような韓国
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必要とする児童生徒を対象に習熟度別学級編成や成績評価もできるようになった。 



















2013 年度に 31 校が指定されて，2014 年度には 39 校が指定，運営されている。多
文化予備学校と同じように韓国語の講師とプログラム運営費の支援を受け，週平均 10 
時間前後の韓国語教育を実施している。 


















・2011 年 3 月： 3 校開校(ソウル，釜山，光州(クアンジュ)) 
・2012 年 3 月： 26 校開校(全ての学校が 2 年間研究(試験)学校として指定される) 
・2013 年 3 月： 52 校開校 





韓国語，韓国文化，基本的な生活環境(基本は 6 か月，最大 2 年間) 
 
c.予備学校教師の資格 

















                                                     
8  「資格基本法」(第一八条） 
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ュニケーションを取れることが好まれる。2013 年 10 月現在，多文化コーディネーター
は，ソウル市，釜山市，世宗市，京畿道，忠清北道，江原道，全羅南道，慶尚南道など



















































大学」「国立晋州教育大学」また，「国立忠北大学」「韓南大学」で 2012 年度は 1 間 600
時間の研修教育が必修であったが，2013 年度からは 1 年間 900 時間の教育を受けなけ
ればならない。カリキュラムは，「多文化教育の理解」，「多文化家庭の児童生徒のため
の教授・学習法」，「バイリンガル教育論」，「児童発達と心理」，「韓国語発音と教育」な
どがある。現在は，結婚移住者を中心となっているが，2011 年 125 人が，2012 年 298








グローバル重点学校 150 校の育成(重点型 120 校，集中支援型 30 校) 
2013 年現在(約 100 校)によって，全ての児童生徒が多様性を理解する創意的なグロ
ーバル人材として成長できるようにする。 
























































第 6 章 エスニック・マイノリティ散在地域の学校が抱える
問題とその対応 


















年の国勢調査(イングランド及びウェールズ)では 91.3%，2011 年の国勢調査では 86.0%
となっており，うち白人イギリス人(White British)は 80.5%であった。白人人口の減少の




White White British, Irish, Gypsy or Irish Traveller, Any other White background 
Mixed 
White and Black Caribbean, White and Asian, White and Black African, Any other 
mixed background 
Asian Indian, Pakistani, Bangladeshi, Chinese, Any other Asian background 
Black Black African, Black Caribbean, Any other Black background 





表 1 エスニック集団の割合(イングランド及びウェールズ，2011 年) 
(Ethnic group of usually resident population/ England and Wales, 2011) 
 
Source: Census - Office for National Statistic 
 
表 2 地域ごとのエスニック集団の割合(イングランド諸地域及びウェールズ，2011 年) 
(Ethnic group/ England regions and Wales, 2011) 
 




図 1 地域ごとの非白人人口(連合王国，2001 年 4 月) 
(Non-White population by area, April 2001) 
 
Source: Census - Office for National Statistics 
表 1 をみると，エスニック・マイノリティ人口はインド系，パキスタン系，アフリカ













De Abreu， G., Fihosy， C., Gray， H., Lambert， H., & Neale， J. (2002). Minority Ethnic 












































第 1 章 はじめに 
第 2 章 白人が多数を占める学校におけるマイノリティ・エスニックの児童生徒の
成績 
第 3 章 調査対象校における質問紙調査 
第 4 章 調査対象校，児童生徒と家族 
第 5 章 わたしは誰で，なぜこの学校にいるのか？ 
(子供のアイデンティティ，学校選択の要因) 
第 6 章 コミュニティにおける社会環境 
第 7 章 学校における社会環境 
(友好関係及び社会統合，学校における人種差別といじめ) 
第 8 章 カリキュラムをめぐる課題 
第 9 章 宗教教育，学校の集会，非キリスト教者の宗教上の要望 
第 10 章 学校における言語の問題 
第 11 章 教員 
第 12 章 家庭と学校の関係 
第 13 章 複数のルーツを合わせもつ子供 
第 14 章 結語 
以下では，調査研究の方法を整理した上で，カリキュラム(第 8 章)，言語(第 10 章)，






ら第 6 学年(7 歳～11 歳)，中等学校の第 7 学年から第 9 学年(11 歳～14 歳)に焦点をあて，
イングランドの四つの異なる地域(地域性も異なる)から，異なる特徴をもつ学校を選ぶ
ことが意図された。その結果，ロンドン(2 校)，イングランド南東部(4 校)，イングラン




の初等学校は児童数が 140～400 人の規模である。ほとんどの学校は 4～6%のマイノリ
ティ・エスニックの児童生徒が在籍しているが，うち 2 校は調査時にその比率がそれぞ







































































2002 年の調査報告書を受けて，教育科学省は 2004 年にガイドライン『目標を高く：
白人が多数を占める学校におけるマイノリティ・エスニックの児童生徒の教育上のニー
ズを理解する』(Department for Education and Skills. (2004). Aiming High: Understanding the 
Educational Needs of Minority Ethnic Pupils in Mainly White Schools: A Guide to Good 





イングランドの全ての中等学校，そして約 4 分の 3 の初等学校にはマイノリティ・エ
















(2) 言語への対応―追加言語としての英語(English as additional language) 
1) 学校全体の方針と実践 
学校の方針において言語の発達について次のことが明確にされていることが重要であ
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＊ 文部科学省の平成 24 年度の調査を基に計算すると，日本語指導を要する児童生
徒が 600 人以上在籍する 1 都 1 府 11 県では，上位 3 言語で全体の約 70%以上を
占める所が 13 地域中 9 地域である。なお，他の 4 地域(神奈川県・千葉県・埼玉
















































































































































する資料「外国人児童生徒のための JSL 対話型アセスメント DLA」などを用意
第三部:まとめ 
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＊ 「にほんごをまなぼう」の教師用指導書は A4 判で指導法関連のページだけで
130 ページ，資料を含めると 350 ページある。「JSL カリキュラム」の報告書は
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タッフ，愛知県 T 市においては県費での加配教員が 30 名，市費での加配教員が 2 名，
学校日本語指導員が 50 名配置されていた。徳島県においては県費での教員の加配とボ
ランティアによる日本語支援が行われている。 





























の事業を活用する方法もある。本プロジェクトにおいても，千葉県 A 市における C 君
への学習支援を実施しており，それらに掛かる経費は国立教育政策研究所において負担
している。また，文部科学省において「帰国・外国人児童生徒関係の調査研究事業(平




























































































ものが図 1 である。以下の三つの場合に分けて図式化する。(次ページから) 
【1】応急的支援を要する場合の国・地方教育行政の対応 
   (とりあえず何をしたらよいかの支援) 
【2】長期的支援を要する場合の国・地方教育行政の対応 
   (研修を受ける機会のない教員への支援) 
【3】母語による支援を要する場合の国・地方教育行政の対応 
   (学校生活・日本語・教科学習支援) 
(大塚 尚子) 
 
                                                     
1  文部科学省 HP「CLARINET へようこそ」 
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第 3 章 政策的インプリケーション 
散在地域での外国人児童生徒(日本語指導を必要とする児童生徒)の学びを改善させ
るための国，大学等の専門機関，都道府県，市町村の各段階における施策に関する今後
の提案や，既に取り組まれている先進事例について，これまでの第 1 部から第 3 部第 2
章よりまとめると以下の表のとおりになる。 
 
表 1: 散在地域の支援充実のために考えられる施策一覧 
○学校での支援に関する事柄 
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表 1: 散在地域の支援充実のために考えられる施策一覧 






















































































表 1: 散在地域の支援充実のために考えられる施策一覧 


























































































トップページ  http://www.casta-net.jp/ 
教材検索  http://www.casta-net.jp/kyouzai/ 
付録 
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ップページと「多言語生活情報」の Web サイトのアドレスは，以下のとおりである。 
 
























各都道府県の Web サイトにおける外国語情報(対応言語，外国人向け情報) 
 
(平成 27 年 2 月現在) 
英 中 韓 露 仏 独 伊 ポ ス タイタガ イ ベ ラ カ 全般 教育
北海道 http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ ○ ○ ○ ○ ○ ○
青森県 http://www.pref.aomori.lg.jp/ ○ ○ ○ ○ ○
岩手県 http://www.pref.iwate.jp/ △ △ △
宮城県 http://www.pref.miyagi.jp/ △ △ △
秋田県 http://www.pref.akita.lg.jp/ ○ ○ ○ ○ ○ ○
山形県 http://www.pref.yamagata.jp/ ○ ○ ○
福島県 http://www.pref.fukushima.lg.jp/ ○ ○ ○ ○
茨城県 http://www.pref.ibaraki.jp/ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
栃木県 http://www.pref.tochigi.lg.jp/ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
群馬県 http://www.pref.gunma.jp/ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
埼玉県 http://www.pref.saitama.lg.jp/ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
千葉県 http://www.pref.chiba.lg.jp/ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
東京都 http://www.metro.tokyo.jp/ ○ ○ ○ ○ ○
神奈川県 http://www.pref.kanagawa.jp/ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
新潟県 http://www.pref.niigata.lg.jp/ ○ ○ ○ ○ ○
富山県 http://www.pref.toyama.jp/ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
石川県 http://www.pref.ishikawa.lg.jp/ ○ ○ ○ ○ ○ ○
福井県 http://www.pref.fukui.jp/ ○ ○ ○ ○ ○
山梨県 http://www.pref.yamanashi.jp/ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
長野県 http://www.pref.nagano.lg.jp/ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △
岐阜県 http://www.pref.gifu.lg.jp/ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
静岡県 http://www.pref.shizuoka.jp/ ○ ○ ○ ○ ○
愛知県 http://www.pref.aichi.jp/ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
三重県 http://www.pref.mie.lg.jp/ ○ ○ ○ ○ ○ ○
滋賀県 http://www.pref.shiga.lg.jp/ ○ ○ ○ △
京都府 http://www.pref.kyoto.jp/ ○ ○ ○ ○ ○
大阪府 http://www.pref.osaka.lg.jp/ ○ ○ ○ ○ ○
兵庫県 http://web.pref.hyogo.lg.jp/ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △
奈良県 http://www.pref.nara.jp/ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
和歌山県 http://www.pref.wakayama.lg.jp/ ○ ○ ○ ○
鳥取県 http://www.pref.tottori.lg.jp/ △ △ △ △
島根県 http://www.pref.shimane.lg.jp/ ○ ○ ○ ○ ○
岡山県 http://www.pref.okayama.jp/ ○ ○ ○ ○
広島県 http://www.pref.hiroshima.lg.jp/ ○ ○ ○ ○ △
山口県 http://www.pref.yamaguchi.lg.jp/ ○ ○ ○ ○ ○ △
徳島県 http://www.pref.tokushima.jp/ ○ ○ ○ ○ ○ ○
香川県 http://www.pref.kagawa.jp/ ○ ○ ○ △ △
愛媛県 http://www.pref.ehime.jp/ ○ ○ ○ ○
高知県 http://www.pref.kochi.lg.jp/ ○ ○ ○ ○
福岡県 http://www.pref.fukuoka.lg.jp/ ○ ○ ○ ○ ○ ○ △
佐賀県 http://www.pref.saga.lg.jp/web/ ○ ○ ○ ○ ○
長崎県 http://www.pref.nagasaki.jp/ ○ ○ ○ △
熊本県 http://www.pref.kumamoto.jp/ △ △ △
大分県 http://www.pref.oita.jp/ ○ ○ ○ ○
宮崎県 http://www.pref.miyazaki.lg.jp/ ○ ○ ○ ○ △
鹿児島県 http://www.pref.kagoshima.jp/ ○ ○ ○ ○



























































































































































































トップページ  http://www.tufs.ac.jp/blog/ts/g/cemmer/social_02.html 
ポルトガル語  http://www.tufs.ac.jp/common/mlmc/kyouzai/brazil/ 
タガログ語  http://www.tufs.ac.jp/common/mlmc/kyouzai/philippines/ 
スペイン語  http://www.tufs.ac.jp/common/mlmc/kyouzai/southamerica/ 
ベトナム語  http://www.tufs.ac.jp/common/mlmc/kyouzai/vietnam/ 












































一見 真理子 国際研究・協力部 総括研究官 
卯月 由佳 国際研究・協力部 主任研究官 事務局(H26.1.17 まで) 
大塚 尚子 国際研究・協力部 総括研究官 事務局(H26.1.18 から) 
沼野 太郎 国際研究・協力部 総括研究官 事務局(H26.1.18 から) 
袰岩 晶 国際研究・協力部 総括研究官  
松尾 知明 初等中等教育研究部 総括研究官  
丸山 英樹 国際研究・協力部 総括研究官 事務局(H26.1.17 まで) 
金 泰勲 国際研究・協力部 客員研究員  




青木 麻衣子 北海道大学留学生センター 講師  
植村 恭子 鈴鹿市教育委員会事務局教育指導課 副主幹兼指導主事  






小桐間 徳 沖縄科学技術大学院大学 准副学長 研究代表者(H26.3.31 まで)
児玉 奈々 滋賀大学国際センター 准教授  
斉藤 泰雄 国立教育政策研究所 名誉所員  
杉田 かおり 筑波大学 研究員  
杉村 美紀 上智大学 教授  
二井 紀美子 愛知教育大学 准教授  
額賀 美紗子 和光大学現代人間学部 准教授 (H26.3.31 まで) 
三輪 千明 倉敷市立短期大学 教授  
村松 好子 文部科学省初等中等教育局国際教育課 専門官 オブザーバ 









  (文部科学省国際教育課 河村裕美課長補佐(当時)) 
(2) 「散在地域の外国人児童生徒教育問題」 
  (波多野ファミリースクール 大藏守久) 
 今後の進め方について 
 
2013 年 7 月 5 日(金)第 1 回勉強会 
 情報提供 
(1) 「カナダの移民の子どもの学力と教育支援」 
  (滋賀大学国際センター 児玉奈々) 
(2) 「遠隔支援の課題と政策提言の可能性」 
  (国立教育政策研究所 丸山英樹) 
 
2014 年 1 月 17 日(火)第 2 回勉強会 
 情報提供 
(1) 「オーストラリアにおける外国人児童生徒に対する教育」 
  (北海道大学国際本部留学生センター 青木麻衣子) 
(2) 「日系ブラジル人に対する支援」 
  (サンパウロ大学 Gerson Yukio Tomanari) 
(3) 「ICT を活用した滞日タイ人への学習支援の途中経過報告」 
  (波多野ファミリースクール 大藏守久) 
 
2014 年 3 月 17 日(月)第 2 回全体会 
 情報提供 
(1) 「徳島県における取り組みについて」 
  (愛知教育大学 二井紀美子) 




  (国立教育政策研究所 金泰勲) 
(3) 「千葉県散在地域における実践について」 
  (国立教育政策研究所 小桐間徳(当時)) 
 今後の進め方について 
 




  (沖縄科学技術大学院大学 小桐間徳) 
(2) 徳島県 ICT 実証調査経過報告 












2013 年 5 月 24 日: 埼玉県教育局市町村支援部義務教育指導課 
2013 年 5 月 30 日: 香取市立佐原中学校 
2013 年 7 月 12 日: 香取市立佐原中学校 
2013 年 7 月 16 日: つくば市教育委員会 
2013 年 9 月 10 日: 香取市立佐原中学校 
2014 年 1 月 23～25 日: 徳島県教育委員会・徳島県国際交流協会他 
2014 年 2 月 12～15 日: 徳島県教育委員会・徳島県上勝町教育委員会・県国際交流
協会他 
2014 年 2 月 17 日: 千葉県教育委員会 
2014 年 3 月 7 日: 香取市立佐原中学校 
付録 
-186- 
2014 年 3 月 25 日: NTT ラーニングシステムズ 
2014 年 5 月 19～21 日: 徳島県教育委員会・鳴門教育大学・上勝小学校・県国際交
流協会他 
2014 年 7 月 14～16 日: 徳島県教育委員会・小松島市国際交流協会・徳島市教育委
員会・高川原小学校・県国際交流協会他 
2014 年 9 月 4 日: NTT ドコモ 
2014 年 9 月 25～27 日: 徳島市教育委員会・助任小学校・県国際交流協会他 
2014 年 11 月 7 日: NTT ドコモ・NTT ラーニングシステムズ 




2014 年 2 月 10 日～15 日 韓国訪問調査 
 
 2 月 10 日 羽田→金浦 
午後：韓国教育開発院(KEDI)国際交流協力室 
 2 月 11 日 午前：韓国平生教育振興院中央多文化教育センター 
午後：韓国多文化教育学会 
 2 月 12 日 午前：ソウル特別視教育庁教育局 
午後：移動 
 2 月 13 日 午前：忠清北道教育庁教育局(忠清北道清州市) 
午後：多文化家庭教育支援センター 
 2 月 14 日 午前：多文化家庭訪問 
午後：忠北大学国際交流院外国人社会統合センター 
 2 月 15 日 午前：韓国教員大学校初等教育学科 
午後：清州→金浦→羽田 
 
